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住宅建築 の外壁 を構 成する部材 ・材料の性能値 と,住 空間に対 して要求 される性能 との関係 を把握 し,ユ ーザーまた

は設計者の要求か ら最適な外壁の構成材料を決定する 「材料選定支援 システム」 を構築するための基礎的資料 を作成す

ることが本研究の 目的である。住宅全体,内 部空間の各種性能に関 して外壁が関連する性能事項は多岐にわたるが,そ

れ らを各 レベルで明確 にし,最 適な材料 ・部材 を選定す ることが重要である。そ こで,建 築物が製品 として合理的に生

産 される 「工業化住宅」の生産過程 を調査対象として,各 住宅 メーカーにヒアリング調査 をす ることで,設 計評価手法

と管理システムを検証 した。
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 It is the purpose of this research to create the fundamental data for building the "Material selection support system" which 

determines the optimal composition of the materials of the wall from a demand of users and architects. The performance matter 

to which the wall relates about the various performances of internal space is various, it is important to clarify them on each level 

and to select optimal material and component. Then we verified the performance evaluation method and the management system 

of each housing company which produce the "prefabricated houses".

1.　 はじめに

1.1研 究の目的

　現在の建設 ・建築業界は生産活動 とその枠組みの在 り

方 を社会的 に問われ,大 きな変革の時期 を迎 えている。

近年 このような動向 を受 けて,建 築基準法の一部改正,

住宅品質確保促進法の導入による住宅の性能表示制度等

の法改正や制度の見直 しが行われてきた。性能規定化 に

よって,建 築物を製品として品質保証 し,そ の責任の所

在 を明 らかにするという,ユ ーザー指向の生産体系が 目

指 されている。規格 ・基準の再構築の動 きは国際的なも

のであ り,同 時に国際規格化への対応 も急がれる。また,

性能規定化に伴 う建築設計理論の体系的な再編 も必要で

ある。

　これまでの仕様規定型設計手法か ら性能規定型設計手

法への変換 を達成するためには,施 主,ユ ーザーおよび

設計者,施 工者など建築物の生産か ら使用 ・解体に係わ

る人間からの様 々な要求に対 して,必 要十分な機能 ・性

能を確保できる建築設計のためのシステム構築が必要 と

なって くる。それ ら要求される性能が達成すべ き目的に

応 じて,そ のような評価 システムの形式は幾通 りにも写

在 しうる。例 えば、平面計画 ・導線計画の最適配置,多

害時の避難経路 の最適化,構 造計算 システム,環 境負弔

評価 ツールなど。 また初期計画,設 計段階,供 用期間ズ

ら解体にいたるまで,建 築物の時間の流れに応 じて評宜

システムの形式や求められる解は異なってくる。

　本研究では,そ の中で も特 に設計段階において建築木

料 ・部材を選定するためのシステム構築を目指 し,要 潮

条件に対す る最適 な材料の選定 ・組合せを提案できる季

系づ くりを考える。そのための基礎的資料 として,多 埴

多様な建築材料のデータベース構築,そ れらを選定すZ

ための評価基準 を明 らかにす る必 要がある と考 えら才

る。研究範囲として,住 宅の外壁部材に限定 し壁面を撰

成する各種部材 ・材料の性能値の検討を行った。

1.2研 究の概要

　住宅建築の外壁 を構成する各種部材 ・材料の性能値 と

住空間に対 して要求 される性能 との関係を把握 し,一 舟

ユ ーザーの要求か ら最適 な外壁の構成材料 を決定す 老
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「材料選定支援システム」を構築するための基礎的資料 を

作成す ることが本研究の 目的である。,住宅全体,、内 部空

間の各種性能に関 して外壁 が関連する性能事項は多岐に

わたるが,そ れ らを各 レベルで明確 にし,最 適な材料 ・

部材 を選定することが重要である。そのためには,実 際

の建築設計行為において様 々に蓄積 されるデータを参照

することで,要 求性能とそれに対応する材料の性能を結

ぶ体系 を構成す る必要がある。性能データをもとに,材

料 レベルの性能 ・品質が上位の部材 レベル,も しくは住

空間レベ ルの性能 とどの ような関係 にあるのかを検討 し

定義 しなければならない。

しか し,こ の段階において,ユ ーザーか らの要求 に応

えうる材料 ・部材の性能データが必ず しもすべて揃 って

いないのが現状である。つま り,設 計者 ・施主か らの要

求 を,部 材 ・材料 または空間 レベルの性能値 として表現

するための指標が定義 されていない分野がある。例えば,

環境負荷評価,美 観 ・意匠性能評価のための指標が挙げ

られる。これらの評価基準 は,新 しい技術や材料の登場

によって変化 してゆくことが考 えられ,柔 軟に対応で き

る体系づ くりを目指 さなければならない。また,最 終的

に部材 ・材料選定において最適化手法を適用することを

視野に入れてお く必要もあるだろう。壁部材の性能 を階

層的に体系化 しデータベースの構造 をモデリングす るこ

との目的は,設 計者 ・施 主の多種多様 な要求性能に対 し

て,合 理的に最適な材料選定を行 うことであり,多 次元

の評価関数 に対 して膨大なデータ中か ら最適な部材 ・材

料の組み合わせを探索す る必要があるか らである。

2.建 築の性能論

2.1性 能論の歴史的動向

建築における性能 とい う概念は,性 能規定化が具体的

に進み始めた現在に至るまで,過 去様 々な形で論 じられ

て きた。建築物の性能に関する主な研究 ・出来事を表2-

1に 示す。住宅における総合的な性能の捉え方として一

般に基本 とされるのはWHO(世 界保健機構)が 「健康

な居住環境の基礎的条件」 として提唱 した4つ の性能 を

挙 げることがで きる。安全(Safety),健 康(Healthy),

効率(Efficiency),快 適(Comfbrt)の4段 階の性能であ

る。国内においては,西 山卯三による住宅の質と性能の

関係の研究,田 村恭によるBuildingElement(建 築単位)

とい う概念の導入な ど,50年 代頃から建築物の性能評価

が研究対象 とな り,「住宅性能論」 とい う言葉 も生 まれ

た。また池辺陽は,デ ザイン情報のシステム化,性 能論 と

もにモデュールを中心 として建築設計の体系 を組織化す

ることで,空 間の持つ人間的な必然性の把握 とい う観点か

ら人間にとって必要な空間はどの程度であるかを確認す

る研究を行 った。その一環 として 「立体最小 限住居」シ

リーズ を手 が け てい る。内 田 祥 哉 は,BE(Building

Element)の 定義 ・分類か ら性能の表現,構 法の選択に至

る一連の建築設計の流れをシステム化する研究を行 った。

,このBE論 から始まる建築のシステム化は,壁 ・床 ・天井

等建築部材の部品化へとつながる。

このような流れのなか,昭 和38年 には雑誌 「新建築」

誌上 において 「建築用途別性能評価」の特集が1年 間連

載 される。美術館,戸 建 ・集合住宅,事 務所,学 校の用

途別 に光環境,居 住性,耐 久性,経 済性 などの評価 を行 っ

た。 しか し,こ の試みは部位別 ・用途別性能論 となって

いたため建築物総体 としての性能評価には至 らなかっ

た。

建築物への要求 を材料 レベルの性能 まで落 し込み,性

能論の立場か ら材料選定 を行 った建設省建築研究所材料

グループにおける 「材料設計 に関する研究」は本研究の

端緒 となっている。要求される条件がそれぞれの部材 ・材

料の性能項目について10段 階のグレーディングへ と変換

される筋道が網羅的 ・組織的に示され,建 築物を総体 とし

て捉えた体系的な研究であった。要求性能 と部材 ・材料別

の定量的性能との,両 者のグレーディングのす り合わせが

この選定手法の最も重要な点であった。また,70年 代から

始 まった建設省総プロによる 「住宅性能総合評価 システ

ム」は2000年 から導入 された住宅性能表示制度の基礎と

もなっている。住宅性能の表示制度は現状では任意の制度

であるが,今 後消費者が建築物の性能に対する意識 を向上



させていくとともに,住 宅の具体的な性能評価が当た り前

になってゆ くと考 えられる。

2.2デ ータベースの利用

過去の性能論的設計手法,材 料選定手法の研究 におけ

る課題 は,膨 大な量の建材 データを如何 にして管理する

かであ り,そ れらデータベ ースか ら多様 な要求に対する

最適解 を与 える最適化手法や建築空間のシミュレーショ

ンツールが存在 しなかったことであった。

しか し,昨 今の情報技術の発展により,計 算機の性能

と通信速度は向上 し,ビ ジネス分野のみ ならずエ ンジニ

アリング分野においてもデー タベースの蓄積 と管理 ・処

理が実現 されているのが現状である。同時に,数 値 ・テ

キス トデータに加 えて図形 ・画像 などのマルチメディア

データの蓄積や,そ れらを意思決定のような非定型的な

情報処理 に活用するための研究 も盛んに行われてお り,

建設業界 において も関係情報の共有 ・電子化 の動 きが

益々強まっている。性能規定化 と住宅性 能表示制度の整

備 ・浸透 とともに,消 費者の建築物の性能への意識が高

まって くれば,現 在の ような情報化社会においては建築

材料 のデータベースの質の向上が望 まれる と考 えられ

る。図2-2に デー タベース構築の基本的な関係を示す。



建築材料 のデータベ ース構築における動向 として,将

来の企業間電子商取引 を見据 えた建材情報流通の電子化

と,CADソ フ ト等へのオブジェク トデー タの実装 に向け

たデータ構造 の標準化(製 品データの表現 と交換 を規定

した国際標準STEPな ど)を 挙げることがで きる。特に

前者においては情報化社会の進展にともない,建 設関係

のポータルサイ トや建材検索サイ ト,住宅設備・建材 メー

カー商品のアウ トレッ トサイ トなどがネ ット上に散見 さ

れる。これ らは単 なる カタログの電子化 の段階 にとど

まっているため,商 品検索や企業検索に しか対応で きて

いないのが現状であるが,近 い将来、詳細 な定性的 ・定

量的な性能要求に対応 できる建材検索の可能性 も考えら

れる。

3.住 宅メーカーへのヒアリング調査

3.1調 査の目的

現在の一般的な設計手法においては,建 築物や空間に

対 して全ての要求性能を明確に設定 した上で構工法 ・材

料 を選定す る,と いった手法は確立 されていない。また

それは現実的なものではない。用い られ る構工法や材料

の選定 は設計者 ・施工者の経験 に拠 る部分 が多 く,定 め

られた基準 を満た し得 る仕様(Specification)を 各々が持

ち合わせているため,実 際の設計行為における材料選定

の手法を,ユ ーザーの要求 とそこか ら導かれる要求性能

とい う形式 に変換することは困難である。

そこで,建 築物 を製 品として明確に品質を定め,合 理

的な生産ラインを持つ 「工業化住宅」の生産過程 を調査

対象 とし,設 計情報が生産情報へと変換 され管理 される

システムとは どの ようなものであるか検証することを目

的 としたヒアリング調査 を行 った。

住宅 メーカーにおける製品の生産過程 を調査 し,ユ ー

ザーの要求に対応する性能(外 壁を構成す る各種部材 ・

材料の性能値)・建材の性能をどのように管理 しているか

を把握 し,建 築材料選定支援システムにおける性能デー

タベースを構築する上での参考資料 とするため,調 査内

容 として以下の項 目を考慮 した。



3.1.1外 壁の構成材料の調査

メーカーの生産す る住宅の外壁が どのような材料で構

成 されているのか を把握する。「工業化住宅」 において

は,外 壁製品として数種類の複合壁体があらか じめ設定

されているため,構 法 ・材料 の組合せは限られている。

そこで,住 宅外壁 を構成する部材 ・材料 の詳細 な製品

デー タ・性能値 を可能な限 り収集す ることを目的 とする。

この調査では住宅メーカー内のみ ならず,今 後それぞれ

の材料の供給先である建材 メーカーまで調査対象 を広げ

る必要があると考えられる。

3.1.2ユ ーザーの要求 に対応 する外壁材 料の性能値

とその評価基準の調査

ユ ーザーが住宅 に対 して要求する事項は,例 えば,室

内空間が季節毎 に快適である,結 露 しない壁,い つまで

も美 しい外観を保つ,地 震 に強い,な どといった定性的

な要求(機 能)で ある。 この ような要求に対 して,住 宅

の定量的な値(性 能)と して どの ような部位 ・材料の性

能値 を対応 させているのか を把握する。表3-2に 外壁へ

の要求性能項目を示す』

例 えば,法 規で定め られた基準 を最低限の もの とし,

尚且つ近年施行 された性能表示制度 に示 される ように,

ある要求性能に対 しては指定 された性能値 を満 たしてい

れば十分である,と い うような評価基準 を住宅 メーカー

が どの ように設定 しているのかを調査するのが 目的であ

る。

3.1.3室 内空間,各 部材 ・材料の性能の検証方法の調

査

前項で述べた ようにユーザ ーの要求に対 しては,住 宅

の定量的な性能値 によって機能を確保する。そ こで各要

求事項 に対応する性能値の検証方法の把握をする必要が

ある。室内空間の性能,各 部材 ・材料の持つ性能を,生

産過程 のどの段階 においてどの ような試験方法に従って

行っているのかを調査する。

3.1.4設 計手法 とデータ管理手法の調査

住宅 メーカーはそれぞれの構法(鉄 骨造 ・木造)と 外

壁製品(複 合壁体)の 数種類の組合せ によって,供 給す

る住宅のバ リエ ーシ ョンに幅 をもたせている。従って,

自由な平面計画による差異を除けば,各 メーカーの商品

は十数種類程度であ り,構 法 ・材料の組合せ も膨大なも

のではない。その なかで,顧 客毎 に提案される要求事項

に対 して差別化 をはかる手段 を調査す ることも重要であ

る。

住宅の設計段階で,ユ ーザーの要求条件に加 えて自然

環境や社会的な制約 条件 に対 して,構 法や外壁 を構成す

る材料(特 に外装仕上材)を どのような基準で選定 して

いるのかを把握する。

以上,大 きく分けて4項 目の調査事項を考慮 した。

3.2各 メーカーの性能評価

今回,ヒ アリング調査 として大手住宅メーカー4社(木

質 ・鉄骨系3社,ツV-・hバ イフォー1社)の 研究所 を訪問

した。ヒアリング調査に際 しては上記の調査事項 に加え

て,性 能設計 による材料選定システム構築の概論 を説明

した上で,そ の問題点などを議論 した。表3-1に 本研究

における今 回の調査の位置付 けを示す。

以下 にそれぞれの調査結果 を示す。

3.2.1A社 のヒア リング調査結果

1)材 料の選定

A社 は木造住宅を基本 としている。外壁 となる木質パ

ネルの構成 は,全 ての商品においてほぼ同 じ材料 を流用

して使用 してお り基本的な組合せ は固定 されている。断

熱材 ・防水 シー ト類 において3,4種 類の選択幅 をもつ程

度で(外 装材料は除 く),選 定材料の種類自体 は少ない。

また,会 社の創立当初か ら壁体材料の構成方法はほぼ変

化はない。つまり完全に経験によ り出来上がった仕様に

従 っている。材料の選定に関 しては品質が保証 されたも

のであるという前提 のもと,各 材料の性能が選定の上で

の重要項 目とはなっていない。その理由 として,各 材料

の品質 とコス トのバランスを考慮 した上で,尚 且つ大量

の製品を注文することから,信 頼の置ける材料 メーカー

か ら製品を購入 しているとい うことが考えられる。その

材料の性能評価の基準 としてはJAS,JIS規 格等の他にク

ローズ ドの自社規格 を持ち,必 要に応じてその規格で評

価す る場合がある。

2)温 熱環境について

断熱層 に使用 される材料の断熱性能で所定の性能を確

保 していると判断された場合は,内 外装仕上げ等のその

他の構成層 による断熱性能は考慮 に入れない。従って断

熱性は断熱層の材料のみで評価す る。特殊な外装材料を

施す場合,外 壁構成材料の組合せ を変更するときは,そ

の都度断熱性能の検証 を行 うことになっているが,こ れ

は稀なケースである。 また,計 算によって断熱性能が把

握で きる場合は試験 は行わず計算結果のみで評価 してい

る。

3)気 密性能

気密性は,壁 体 を構成す る材料の接合 ・構工法,ま た

は施工の良否 による影響が非常 に大 きい性能 であるた

め,部 材 ・材料による機能負担で はない。 したがって,



設計段階で性能評価 を下すことがで きない為,竣 工後一

軒つつ気密性能 を確認する作業が必要 となる。

4)構 造安全性 ・耐久性能

壁パネルの実大試験によって構造安全性を確認 してい

る。性能値 は住宅金融公庫の仕様書 を参照 している。

耐久性においては,寸 法変化 と耐凍害(凍 結融解)性

能を確認事項 としている。特 に外装材料 に関 しては必ず

行 う。材料選定のための性能評価 としては,外 装材料 は

意匠性主導で選定 されているために耐久性能は二次的な

評価 となる場合が多いようである。

各部位 ・材料における性能のランク付けは明確 には定

量化 されていなかったが,材 料選定支援 システム構築に

おいては,要 求性能のグレーディングのつけ方が重要な

課題 となる。

6)意 匠性

外壁の材料選定における外装材料の意匠的な性能評価

はプライオリテ ィが高い。新 しいコンセプ トの住宅商品

を開発す る際は,社 内の設計部によってデザ イン傾向の

意思決定が行 われ,そ れに従って材料 メーカーに外装材

料 を作成 させる。JISの 外装材関連の規格 を満た してい

れば,そ の他性能的な面ではほば考慮する必要はない。

外装材料における評価指標は,意 匠性 と耐久性,そ して

経済性 とのバランスであると考えてよい。

7)ま とめ

A社 の場合,材 料選定に関する全体的な傾向 として性

能評価 をシステマティックに行 ってはいなかった。選定

の基本 は,法 的な基準,仕 様書の規格に則 って材料,外

壁の性能 を評価 し,特 殊 な場合 において独 自の検証法 に

よって評価 している。従って要求性能か らの トップダウ

ン的な性能評価をしているわけではなかった。

3.2.2B・C社 の ヒア リング調査結果

B・C社 はともに鉄骨系住宅を中心 として住宅を生産 し

ている。

1)材 料の選定

B社 において,外 装材料の選定基準はすべてJIS規 格に

したがっている。構造安全性 ・音 ・熱に関する性能 もA

社同様,公 的な規格にそれぞれ準拠 しつつ も,特 別な場

合 において自社独 自の規格 を適用す る方法 は変わ らな

かった。公的な基準を建築物が確保 すべ き最低限の性能

レベル と考 えるならば,要 求 され るレベルがそれを上

回って評価 しなければならない重要な要求項 目として,

耐久 ・維持保全性,環 境負荷性,意 匠性が挙げ られた。

これ ら項 目の性能評価 は長年の経験による自社規格が適

用 される。特に使用材料の環境負荷性や自然親和性など

は,近 年 になって考慮すべ き項 目として加 えられ,公 的

な基準以上の性能を確保すべ きものだ,と の認識が存在

した。

2)品 質の管理方法

C社 において,製 品の基本的な品質管理のためのシス

テム として,品 質展開表を採用 していた。部材 ・材料別

にそれぞれに要求すべ き機能を,一 次 ・二次 ・三次の三

段階までの性能に展開することで,対 応する確認すべ き

評価指標 を単純化 ・明確化 している。これは建築物の要

求性能の構造が階層化 した ものであるとい う基本的な認

識 に基づいている。部材 ・材料別 に機能が展開されるの

は,使 用 される材料 によって評価すべ き機能 ・変換の方



法が一定でないことによる。この ように展開 された材料

に要求 される機能 と,各 部材 ・材料の基礎物性(性 能値)

との対応関係をマ トリック上で確認す ることによって,

品質の管理を行 うシステムである。表3-3に 品質展開表

の簡単なイメージを示す。 このシス テムによって材料の

選択のための意思決定を行 っているのではなく,あ くま

で事後 チェック機構 としての役割が強い。

C社 は比較的新 しい外壁製品,新 しい外装材料 を積極

的に導入する傾向が強いことから,こ のようなチェック

機構 を必要としている,と いう背景がある。新 しい製品

を導入 し機能を追加する ときは,改 善される性能事態 は

初期段 階から明確 に把握 ・認識することが比較的簡単 に

で きるが,そ のことにより生 じる欠陥や性能低下を予測

することは困難だか らである。C社 では製品開発 におけ

る性能評価のチ ェック機構 として,こ のようなシステム

を以後更新 しなが ら対応 する。

3.2.3D社 のヒア リング調査結果

D社 はツーバイフォーの住宅メーカーである。外壁 と

なるパネル材の構成材料である石膏ボー ド,断 熱材 など

は住宅 の省エネルギー基準に,そ の他防水紙やラスなど

は公庫 の仕様書に応 じてそれぞれ選定 されている。外装

仕上げは,導 入時期 においてはモル タルスタッコ調の湿

式仕上 げであったが,ヒ ビ割れの発生 に対す る繊維材混

入などの試行錯誤があった後,追 い塗 りが可能な軽量モ

ルタルの使用や,半 乾湿式,乾 式,タ イル張 りといった

多様な表情 をつ くり,様 々なユーザーのデザ イン要求に

対応できるようになっている。

したがって,完 全に仕様化 された外壁材料の構成 にお

いて仕上げ材の美観評価 と耐久性が材料選定における性

能評価の重要な項 目となっている。

4.材 料選定のための課題

以上のように住宅 メーカー4社 に,そ れぞれ性能評価

の現状 と品質管理 の手法 についての ヒアリング調査 を

行った。また同時 に,性 能規定型 の設計手法の立場かち

の材料選定システムのあ り方についてディスカッション

を行 った。

その中で,現 在の建築設計手法が性能規定という概念

を将来的にどのように組 み込んでい くのか,性 能設計の

立場か ら外壁材料選定の評価指標 と して最 も明らかにす

べ き項 目は何であるか,な どといった議論 を行 った。こ

の章では,そ の際 に明らか になった材料選定システム構

築のための課題や問題点,新 しく明確 にすべ き外装材料

の性能評価指標 について検討することで,建 築物の性能

評価 と材料選定 システム構築のための今後の方向性を考

える。

4.1建 築生産における仕様と性能の関係

工業化住宅の生産 における外壁材料選定手法の調査

は,効 率的な生産 ・施工体制の もと,工 学的な経験 によ

り定め られた仕様 による機能 ・性能の確保 という従来通

りの設計手法が運用 されていることを確認するに留 まっ

た。今後,性 能規定型の設計手法への移行のためには,

建築物全体に対する要求性能を明確 にすることが最 も重

要な課題であるが,そ れ と同様 に明確な要求性能が設計

者 ・消費者か ら与えられた場合に,設 計 される部位 ・部

材の生産方法や生産体制が,そ の要求に柔軟に対応する

ことができるか どうか,と いう点 も課題 として挙げ られ

るだろう。従来の仕様規定型設計手法では,具 体的な構

工法 と使用材料が規定 され,そ れに従って施工管理を確

実に行 うことができれば,結 果的には要求性能を満足す

る建築物をつ くることが可能である。この ことは生産量

が大量 になるほど,安 全性が高 く効率的な設計手法であ

るため,築 件数が比較的大きい工業化住宅建築にとって



仕様の果たす意味は重要である。表4-1に 機能 ・性能 ・

仕様の定義を,図4--1に 材料選定のための最適化 ・設計

手法の概略を示す。

一方で ,性 能規定型の設計では,要 求 に対 して解析や

シミュレーションによる建築物全体の性能発現の確認 ・

判定 は理論上可能であって も,現 時点ではあま り現実的

なものとはいえない。すべ ての段階で性能規定型の設計

手法 を用い ようとする と,か えってその ようなシステム

は機能 しなくなる可能性 も考 えられるか らである。要求

される性能に対 して明確 な評価 関数がなかった場合 は,

その性能評価 に関 してはやは り仕様 によって対応する必

要がある。設計手法の体系化のなかで,仕 様規定 と性能

規定の共存のあり方を どの ように考えてい くかは重要な

課題であるといえる。

4、2選 定手法の構築について

住宅の外壁材料選定 システムにおけるユーザーの位置

付 けについては,そ の ターゲ ットを細か く絞ることでシ

ステムの持つべ き評価 関数や提示すべ き解が異なって く

る可能性が考えられる。

システム構築 におけるこの種の議論 は,現 在使用 ・開

発されている様 々な建築物の性能評価ツールにおいて も

重要な課題 であ る。設計支援のための様 々なツールが,

その簡便性 のために,あ る種のゲーム的なパラメータス

タディに陥って しまう危険性や,デ ザインプロセスに完

全に組み込んで使用 されるべ きなのか,そ れとも技術者

間の設計情報の コミュニケーシ ョンツールであるのか,

などといった議論は多い。具体的なシステムの運用方法

と社会的なコンセンサスを得ること,こ れ らのバ ランス

を欠いてしまうと,曖 昧で歪 んだ評価 を下す結果 となり,

客観的で正確 な情報を得 られない可能性があるため,評

価 システムだけが先行 し実際の設計 ・施工の現場に適用

されに くくなる。

住宅を購入するユーザーの立場 に立てば,耐 地震性能

や空気 ・温熱環境などといった詳細 な性能値に対 しては,

要求性能 という形で提示 できるものでは必ず しもない。

エ ン ドユーザーには要求性能を提示することができない

こと,漠 然 とした評価 しかできない場合が多い ことを十

分 に認識 してお くべ きである。普段 は意識 されない建築

物の機能 ・性能部分は,何 か しら問題が生 じたときに初

めて,確 保 されてお くべ き機能 ・性能であった,と 認識

されるものである。

したが って,性 能設計型の材料選定 システムが,対 象

としてエン ドユーザー指向であるのならば,設 計段階に

おけるユ ーザーにとって隠れた性能(認 知 しない性能)

は,そ の性能値 の提示によって責任 の所在 を明確にする

という機能にとどめ,消 費者の関心の高い美観 ・意匠性

能 を定量的に提示することで空問デザ インをシミュレー

シ ョンすることの方が,材 料選定の支援システムにとっ

てより効果的であると考えられる。

一方で
,建 築生産 に関わる技術者 にとってのッールと

してのシステムであるとすれば,前 述 した通 り,設 計支

援 ツールの社会的 ・技術的な位置付 けを明確に しておか

なければ,説 得力を持ち得る解の導 出システムを構築で

きない。また,仮 に外装材料の組合せの最適解が得 られ

た場合に,そ の解 自体の良否に対す る評価を下すのが誰

であるべ きか,そ してそれは可能であるのか,最 適な材

料組合せ を施工段階で実現で きるだけの技術を保証でき

るのか どうか,ま た,現 行 の仕様規定によって構築 され

る外壁に対 してそれを性能的に上回る有意義なバリエー

ションを提案す ることができるのか どうか,と いった問

題点がある。



システムのユーザーの細分化 と,技 術的対応のあり方

の検討 が今後の課題 となる。

4.3耐 久性

住宅 の外壁材料 の選定 に関わる性能評価指標 におい

て,耐 久性能の時間的変化の予測 は,設 計者 ・生産者 に

とって重要な項 目である。耐久性 は消費者の関心が高い

美観 に直接関わる要求性能であるため,性 能設計に組み

込む際には欠かす ことので きない評価指標である。

現状 では,外 装材料の促進劣化試験による結果 と,実

際に建築 されている建物 の劣化,フ ィール ドでの暴露試

験 との関連性が明確に定量化 されていないため,例 えば

外装サ イディングやタイルな どの性能10年 保証 といった

言葉 も曖昧なもの となって しまう。また,劣 化について

はその作用因子が複合的な場合,評 価が難 しくなる。適

切な維持 ・管理手法 を用いることで建 築物の構造的もし

くは美観的な寿命を永 らえ させ るこ とがで きるという最

適 な維持 ・保全計画提案のために も,外 装材料の耐久 ・

劣化性能の性能評価指標 としての確立が必要であ り,材

料選定の評価性能 として最 も重要な項 目の一つである。

4.4美 観 ・意匠性

外壁材料 と建築物の性能 との関連 において明確 に評価

指標が定 まっていない項 目として美観 ・意匠性の評価が

ある。この美観 ・意匠性の評価 とい う分野は,対 象物に

対す る人間の視覚情報か ら得 られる感性 ・感覚 とい う主

観的な情報を定量的に分析 し,そ れ らの感覚 ・イメージ

を対象物の物理的な情報へ と翻訳 または理論 的に関連付

けさせ る技術であ り,一 般的に感性工学 として提唱され

ている。図4-2に 視覚・感性情報 と物性情報の関係 を示す。

建築物に対する感性情報 を抽出するために用いられる

手法 としては,ア ンケー ト法,官 能検査,セ マ ンティッ

ク ・デ ィファレンシャル法(SD法),感 覚強度計測法,

プロ トコル法 などがある。 このような感性情報の定量化

にお いて は建築分野 においても多 くの研究事例がある。

この定量化手法は,対 象物 と感覚 との間の因子分析に

よって,主 要因子 による意味空間の中に,測 定対象物が

どの ように位置付 けられるのかを分析することで,人 間

の感性情報を定量化する という手法が一般的である。

この ような定量化については,人 間の感性が一般に非

線形であること,定 量化 された感性情報を対象物 の物性

値に結びつけて設計体系に組み込 むことが困難であるこ

と,と いった課題が存在 している。特 に後者の課題 は,

建築物 の外装材料 を性能論 に立脚 して選定 しようとする

場合 においては工学的設計体系への感性の取 り込みとい

う重要な問題 として十分な検討を要する。建築物のファ

サー ドを構成す る外装材料 における物理的な情報の解析

は,材 料の形状解析,イ メージの画像解析などによって

測定 される物性値 を性能値 として評価する手法が考 えら

れる。これ らの解析 のなかで,人 間が建築物に対 して美

観や意匠的な情報 として認知する感性情報に主たる寄与

のある材料 の物性値 を取 り出す作業が今後の重要な課題

である。そ して,そ れ ら感性情報 と材料物性の間に存在

する非線形 な関係 を特定することで,美 観 ・意匠性能を

性能規定型の設計体系に導入する可能性が生まれる。

この美観 ・意匠性能の定量化 とい う分野の進展が,材

料選定支援 システムの最 も重要な課題であ り,本 研究に

おいて も今後明 らかにしていかなければならない分野で

ある。

5.ま とめ

本研 究において,性 能規定型の設計手法を体系化 し,

最適 な材料選定のための設計支援 システム構築 と,そ の

ための材料物性値のデータベース構築が最終的な目標で

あ り,特 に住宅の外壁を対象 として住宅 メーカーへの ヒ

アリング調査 を行った。

現状 の工業化住宅生産の現場 における設計段階での材

料選定に関わる性能への対応,品 質の管理法などの調査

を行 ったが,性 能規定が実際に建築物 の評価として導入

されはじめて日が浅い ことか ら,今 回の調査においては

システマテ ィックな材料性能の評価 ・管理 を行っている

例 を確認することはで きなかった。また,こ れまでの仕

様規定型か ら性能規定型の設計手法への変換の必要性は

認識 されてはいたが,具 体的な形式や経済的な利点が存

在 しないことによって,現 状の仕様 に従 う設計手法が当

分持続するであろうという傾向が伺えた。

今後の性能規定型 の設計手法へ の変換 の問題 点 とし

て,全 ての性能評価項 目を取 り扱 う体系が存在 しないこ

と,つ ま り階層化 された体系的設計論 と,構 工法(施 工

法 ・部材接合法)の 評価理論構築が求め られる。 また,

建築の性能にたいする十分な社会的コンセンサスが存在

しないことや,性 能規定 によって建築設計 を行 うことで

仕様規定に従 う以上の工学的 ・経済的利点が現時点で得

に くいことが考えられる。

材料選定のための支援 システムを構築するためのデー

タベースについては,現 在確認 されている空間性能 と材

料性能の関係 に加えて,美 観 ・意匠性能 と耐久性能 をい

か に情報蓄積することができるかが課題である。今後は

建築物の性能評価体系の更なる明確化 とともに,い まだ

定量的に指標化 されていない美観 ・意匠性能の解析が必

要である。
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